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受託出張 
食品研究部門職員に調査依頼、講師依頼を行いたい場合  

当研究部門は、受託研究実施規程（13 規程第 32 号）に基づき、職員の派遣を行います。 

職員の派遣を希望される方は下記の手順をご確認ください。 

依頼方法  

1. 出張を依頼したい職員に予め内容等について打診していただき、対応が可能な旨の内諾を得られた

場合には「受託出張申請書」を送付してください。  

事務処理の都合上、出張依頼日の３週間前までには申請願います。 

2. 受託出張申請書を受理後、当研究部門から職員を派遣する旨の回答文書と必要経費（旅費および間

接経費（※））の請求書を発行します。 

※間接経費とは、当該業務遂行に関連して間接的に必要となる、研究機構の管理等に必要な経費です。 

3. 納入期限までに指定ロ座へ納入ください。なお、口座は農研機構所有の口座となります。 

対象機関  

 機関により、必要経費が異なります。詳しくは別表参考。※平成２９年６月１日より金額が変わります。 

① 国、独立行政法人・国立研究開発法人(農林水産省所管以外)、国立大学法人､大学共同利用機関法

人､地方公共団体､地方独立行政法人､その他法令に基づく公法人等  

② 公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人・一般財団法人（法人税法で定義される非営利型法

人）、公益を目的とする任意団体（NPO 法人、農業協同組合等）、私立学校、その他民間企業等（上

記に該当しない団体・法人） 

申請書  

受託出張申請書  

Microsoft 社 Word の様式があります。記載方法については、最終ページの記載例をご参照下さい。  

注意事項  

 請求する旅費額は農研機構旅費規程に基づき計算した金額となります。 

 旅費と間接経費をご負担いただけない場合は、出張依頼を受託できません。  

 請求書は出張日より前に発行いたします。 

 経費の出張者個人への手渡しは対応いたしかねます。また、謝礼等は一切受け取れません。  
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 複数の機関からの依頼を連続して受託する場合がございますが、その場合は、当研究部門からで

はなく前の用務先を起点とした旅費計算となります。また、調整に時間がかかりますので、回答文

書及び請求書の発行が出張日間近になる場合があります。  

別表：対象機関と経費の取扱  

区  

分 

①  

国、独立行政法人、国立研究開発法人、

国立大学法人、大学共同利用機関法人、

地方公共団体、地方独立行政法人、その

他の法令に基づく公法人等（県・市町村・

国立大学・全国農業協同組合中央会 等） 

②  

公益社団法人、公益財団法人、公益を目

的とする任意団体等（非営利型の一般社

団法人・一般財団法人、農業協同組合 

等）、その他民間企業等 

旅  

費 
農研機構旅費規程（１８規程第９２号）によ

る受託調査等に必要な旅費の額 
同 左 

間

接

経

費 

旅費の額に１５％を乗じた額。 

ただし、間接経費の負担が困難である等

委託者側に特別の事情がある場合には、

委託者と協議の上、決定した額とすること

ができる。 

旅費の額に１５％を乗じた額。（その額が

5,000 円に満たない場合は 5,000 円） 

※平成２９年６月１日より間接経費の算出方法及び金額が変更されました 

お問い合わせ・書類送付先  

 農研機構 食品研究部門 

 企画管理部 企画連携室 交流チーム 

 TEL:029-838-7982 

  

tel:029-838-7982
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依頼出張 
 下記対象機関からの依頼による調査等に係る出張を｢依頼出張｣とよび、区分けしており

ます。 

対象機関  

 国 

 農林水産省が所管する独立行政法人、国立研究開発法人 

 独立行政法人国際協力機構 

出張手続  

 出張を依頼したい職員に予め内容等について打診してください。 

当該職員の対応が可能な場合には、「受託出張申請書」を参考に申請書を送付ください。 

 申請書を受理後、当センターから職員を派遣する旨の回答文書を発行します。 

必要経費  

 依頼機関の旅費規程に基づき算出された旅費。 

 出張者の個人口座へ直接お振り込み願います。なお、謝金はお受け取りできません。 

お問い合わせ・書類送付先  

 農研機構 食品研究部門 

 企画管理部 企画連携室 交流チーム 

 TEL:029-838-7982 

  

tel:029-838-7982


（記載例） 
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                               平成 年 月 日 

 

 国立研究開発法人 

 農業・食品産業技術総合研究機構 

 食品研究部門長 殿 

 

 

住 所 ○○県○○市○○１－１ 

氏名又 ○○市 

は名称 市長 ○○ ○○      印 

 

 

○○○○に伴う職員の派遣について（依頼） 

 

 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構受託研究実施規程（13規程第 32号）に基

づき、下記のとおり申請します。 

 なお、当該受託出張に係る経費については、貴機構規程による旅費及び間接経費を、□□協議

会 会長△△△△が負担します。 

 

 

 

 

 

                       

                               

記 

 

１．調査等の目的と内容 

   ○○に関する調査及び指導 

○○研修会に伴う講師 

     

２．調査等の期間 

      平成○○年○月○日 ○時 ～ ○月○日 ○時 

       

３．用務地 

   ○○県○○市○○町○－○－○ 

○○会館 

   

４．派遣希望職員 

   ○○研究領域 ××ユニット  ○○ ○○ 

     

５．その他    

○○駅から会場間は送迎します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 連絡先  

  所属 ○○市役所 ○○課 

   氏名  ○○ ○○ 

   TEL  ***-***-**** 

   FAX  ***-***-**** 

   MAIL  ****@**.**.jp 

 

注１）請求書の宛名は、経費負担者あてとさせて頂きますので、必ずご記入下さい。 

注２）経費負担区分欄は、請求書宛名の法人の区分欄が適用となります。 

（例）○○市長からの依頼であっても、経費の負担者が□□協議会であれば、 

経費負担区分欄は、「その他民間企業等」の区分が適用となります。 

 なお、原資が国の経費（農水委託プロ等）の場合は、５．の欄に課題名とそこから支出

する旨ご記載下さい。 
注３）地方公共団体等で間接経費の免除を希望する場合は、「及び間接経費」を削除する

とともに、その理由を５．の欄に記入して下さい。 

注４）講師等の場合は研修会名、会議名を必ずご記入

下さい 

注５）開始時間および終了時間は必ずご記入下さい。 

注６）その他参考になる事項をご記入下さい。 

注７）事務ご担当者の連絡先を必ずご記入下さい。 

下記資料を添付願います。 
  ・開催要領等 
  ・行程表（用務地が複数になる場合） 
  ・貴組織の寄付行為、定款、規約等 
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